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はじめに
　2015 年 10 月 19 日のカナダの総選挙で、自由党（Liberal Par-
ty）が過半数の 184 議席を得て、それまでの与党であった保守党
（Conservative Party）は 99 議席にとどまった（総議席数は
338）。 こ の 結 果 自 由 党 の ジ ャ ス テ ィ ン・ ト ル ド ー（Justin 
Trudeau）1 政権が、それまでのスティーブン・ハーパ （ーStephen 
Harper）政権に代わって誕生した。
　カナダは、国際開発協力における NGO（非政府組織）、あるい
は最近よく使われる言葉としては CSO（市民社会組織）と政府
との関係において先駆的な存在として知られていた（Black et al. 
2015；高柳 2001）。1968 年のカナダ国際開発庁（Canadian Inter-
national Development Agency = CIDA）の設立と同時に NGO
に対する資金的支援が開始された。最初はカナダの NGO 主導の
プロジェクトに対する受動的（responsive）な支援から始まった。
1980 年代に入ると、実績のある NGO に対するプログラム支援、
南の NGO への直接支援、二国間 ODA への NGO の参加など、
新しいスキームが始まっていった。50-60 の実績のある CSO に対
しては、3-5 年の計画に対して一定比率の支援を行う institutional 
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funding（以下、IF）も行われていた（高柳 2001：第 4 章）。CSO
との関係で強調されたのは「パートナーシップ」であり、CIDA
の担当部署もパートナーシップ局（Partnership Branch）という
名称であった。
　2006 年以降のハーパー保守党政権下では、ODA 政策に大きな
変化が見られた。ODA 政策の国別・テーマ別優先順位の変化は
すでに論じた（高柳 2015）。また 2013 年に CIDA が外務貿易省
（Department of Foreign Affairs and Trade = DFAIT）と合併
し て 外 務 貿 易 開 発 省（Department of Foreign Affairs, Trade 
and Development = DFATD）となった（Ｊ・トルドー政権になっ
てから Global Affairs Canada に改称）。
　国際開発 CSO に対する政策も大きく変わった。ハーパー政権
の特徴は、2015 年総選挙戦で自由・新民主（New Democratic 
Party）両野党が批判したように「恐怖と分断の政治」（politics 
of fear and division）であったといってよい。政府からの支援を
打ち切られた CSO、大幅に減額された CSO もあり、さらに IF
の廃止や政府の ODA 政策の優先順位により強く従うことを求め
る資金的支援策の変更も行われた。2013 年 7 月には内閣改造を
前に、首相官邸で CSO やその他のステークホルダーについて「友
と敵」（friend and enemy）リストが作られたといわれ2、これに
対して CSO は共同書簡で抗議した3。CSO の独自性や批判性を
損なう政策変更であり、政策・制度環境（enabling environ-
ment）の悪化を招いたといえる。本稿ではハーパー保守党政権
時代の CSO とのパートナーシップ政策の特徴を検討したい。
　なお、本稿では 2007 年、09 年、11-15 年のカナダでの CSO や
CIDA・DFATD 関係者へのインタビュー調査、2013 年・14 年
のカナダの国際開発協力 CSO のネットワークであるカナダ国際
協力協議会（Canadian Council for International Cooperation = 
CCIC）総会に出席した際のセッションや参加者との議論も参考
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にしている。
1．CSOと開発援助機関―CSOは独自のアクターか、開発援助
政策の手段か
　ハーパー政権以前も、CSO（あるいは当時の主な言い方として
は NGO）の独自性を脅かすような動きは時々あった。1992 年に
DFAIT の内部メモ「国際援助政策アップデート」（International 
Assistance Policy Update）は NGO との関係をより政府主導で
NGO を利用する方向にすべきだと述べていたし、1995 年から 96
年にかけての「ボランタリー・セクター・ペーパー」や、2001
年の援助効果向上策の策定過程でも、NGO に対して CIDA の国・
地域別の優先順位の適用が CIDA から提案されて NGO の批判を
受けて撤回された（高柳 2001：6 章；2003）。
　逆にハーパー政権下でも、CSO の独自性を尊重する動きも、
本稿で詳しく述べていくように政権の初期や、特に最後のパラ
ディ（Christian Paradis）国際開発相（2013 年 7 月-2015 年 11 月）
の下では見られた。
　カナダのみならず、ほとんどの開発援助機関4 では、CSO との
関係については、CSO の独自性を尊重する方向と、CSO に開発
援助機関の優先順位に従わせ CSO を開発援助機関の道具化（in-
strumentalization）の動きが相克するといってよいだろう。特に
21 世紀になって、援助効果（aid effectiveness）に対する関心が
世界的に高まる中で、2005 年のパリにおける OECD の第 2 回援
助効果に関するハイ・レベル・フォーラム（High Level Forum 
on Aid Effectiveness = HLF2）で採択された「援助効果に関す
るパリ宣言」（Paris Declaration on Aid Effectiveness）の 5 原則
には、（途上国の）オーナーシップ、整合性（alignment）、調和
化（harmonisation）」が含まれ、開発援助は途上国がオーナーシッ
プを持って作成した開発戦略に整合した援助を相互に協調しつつ
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行うべきだとされた（高柳 2014：2 章）。南北の政府の中には
CSO も途上国政府の開発戦略に整合し、他の援助アクターと調
和化した活動を求める声が出て、これに対して CSO を下請けあ
るいは南北の政府の道具化するものとの批判が出て、政策・制度
環境の議論につながった（同上：6 章）。HLF3（アクラ）、HLF4
（プサン）の成果文書では、CSO が独自性を持ったアクター（ac-
tors in their own rights）であることが確認されたが、今日まで
CSO の自由な活動の抑圧や道具化の動きは続いている（同上）。
　カナダでもこの相克は特に 1990 年代以降見られてきたが、ハー
パー政権登場以前は前者が優勢だったのに対して、ハーパー政権
は後者が優勢になる時代ととらえられないだろうか。その背景に
はまず、ハーパー政権の「恐怖と分断の政治」と批判された特徴
がある。ハーパー政権は、国際・国内いずれの領域においても批
判的な市民社会の組織に対する資金的支援の停止、恣意的な調査、
嫌がらせなどを行い、政府に対する批判を封じ込めようとした
（Voices-Voix 2015）。それとともに国際的な援助効果の議論も
あるのではないだろうか。あるいは国際的な援助効果の議論も少
なくともレトリックとしてハーパー政権の政策転換の根拠に用い
られてきたのではないだろうか。
　カナダの ODA 政策の代表的な研究者であるブラウン（Stephen 
Brown）は、2012 年の時点で、CSO との関係の変化の背景をハー
パー政権下で進んだ権限の集中―政府全体として内閣官房
（Prime Minister’s Office）による統制が強化されたことと、
CIDA に関しては開発現場との関係で本部の権限が強化されたこ
と―と、ODA 政策がよりカナダの自己利益の手段となっている
ことの二つに求めつつ、援助効果もレトリックとして用いられて
いることを指摘する（Brown 2012b）。本稿でも、ブラウンの視
点を基本的に支持しつつも、ブラウンの研究が発表された 2012
年以後、パラディ国際開発相時代の CSO の独自性を尊重する動
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きも復活したことも踏まえつつ、ハーパー政権が終わった今、ハー
パー政権下でのカナダの国際開発協力における政府の CSO 政策
の特徴を考えたい。
2．ハーパー政権初期のCSO政策
　ハーパー政権の初期の ODA 政策は、マーティン（Paul Mar-
tin）自由党政権（2003-06 年）以来のアフリカ重視の一方で、カ
ナダの外交・軍事・通商的利益をより重視した ODA 政策を継承
した。マーティン政権末期の 2005 年に、国際政策ステートメン
トを発表する中で、開発援助について、一方でミレニアム開発目
標（MDGs）の達成や貧困削減、持続可能な開発、平等などの人
道的価値、もう一方で外交・軍事・通商政策とより一体化させる
方向を打ち出した（Brown 2012a：4）。
　ハーパー政権は初期においては、ODA 政策にあまり強い関心
を持たず、前政権の政策を継承していたが、2007 年にラテンア
メリカを重視する方向を打ち出し、2009 年には重点国を変更し、
サハラ以南のアフリカ諸国のいくつかをはずす一方で中南米諸国
を加えた（Brown 2012a: 18；高柳 2015：47-49）。
　CSO に関してもハーパー政権の初期には従来の方針は維持さ
れた。マーティン政権の国際政策ステートメントの中で、カナダ
の CSO その他のパートナーとの新しい戦略の策定が唱えられて
いた。これにもとづいて「パートナーシップ・プログラムに関す
る専門家パネル」（Expert Panel on Partnership Programming）
が設けられた。このパネルにはカナダのみならず、世界（特に南）
の学識者や CSO 活動家がメンバーとして招かれた。第 1 回会議
はマーティン政権下の 2005 年 10 月に開催され、ハーパー政権へ
の交替後にも 2006 年 12 月に第 2 回会議が開かれている。ハー
パー政権の初代国際協力相であったヴェルネール（Josée Vern-
er）は、CSO の独自性を認めていたことや、南の CSO の役割を
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重視していた点で CSO に対しては前向きであったが、国やセク
ターの集中化を求めている点に CSO は警戒していた5。
　2007 年 8 月の内閣改造で国際協力相がオダ（Beverly Oda：日
系カナダ人として初の連邦議会議員及び閣僚）に変わった時点以
降、CSO と CIDA との関係が悪化した。
　ヴェルネールの在任中に、専門家パネルや CSO とのコンサル
テーションを経て、CSO とのパートナーシップ戦略の案が作成
されていたが、CIDA 内部の稟議のプロセスで停まっていた6。
CSO 政策案が公表されたのは、後述するように 2014 年 6 月である。
　なお、2008 年に野党議員の提案の議員立法として ODA アカ
ウンタビリティ法（ODA Accountability Act = ODAAA）が制
定された。この法律は、すべての ODA が、①貧困削減に寄与す
ること、②貧困層の視点を考慮に入れること、③国際人権基準を
満たすことを求めている（4 条）。CSO に関しては、ODA 政策
について政府は最低 2 年に 1 回、CSO と ODA 政策についての
コンサルテーションを行うことが求められている7。
3．一部のCSOへの資金供与の停止
　2009 年 9 月に筆者がオタワ・トロントの CSO にインタビュー
調査を行った際に、オダが国際協力相に就任後、CSO 関係者か
ら次第に、プログラム支援の更新の遅滞が発生しているとの指摘
が多く出された。一部の CSO からは、CIDA による資金支援が
停止になる団体が出る可能性があるのではという発言があった。
同年秋以後、それが現実になった。
⑴　KAIROS 8
　KAIROS: Canadian Ecumenical Justice Initiatives はカナダの
キリスト教の 11 の宗派の社会運動のネットワークで、CIDA の
IF の対象団体であった。
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　2009 年 11 月 30 日に KAIROS は電話で CIDA から IF を更新
せず、支援を打ち切ることが通告された。今日に至るまでその理
由は KAIROS に示されていない。情報公開制度で開示された資
料やマスコミ報道などから明らかになったことをまとめると以下
のようになる。
　2009 年 3 月、KAIROS は 2009-13 年の 4 年間の IF の申請書を
提出した。CIDA 内部で KAIROS のこれまでの活動と新しい計
画は高く評価され。当時のビッグス（Margaret Biggs）総裁も
KAIROS への 4 年間約 710 万カナダドルの支援を決定する署名
し、最後の 1 文では「支出を決定する」とされ、オダの署名待ち
となっていた。しかし、手書きで最後の 1 文に not の 3 文字が挿
入され、KAIROS への支援打ち切り通告となった。
　2009 年 12 月にケニー（Jason Kenney）移民相がイスラエル訪
問の際に、KAIROS がイスラエルに対するボイコット運動にか
かわるなど「反ユダヤ主義」（anti-sematic）の団体であり、その
ことが KAIROS への支援打ち切りの理由であると発言した。一
方で、オダは CIDA の優先順位を満たさないのが理由だと述べ
た。実際には KAIROS はパレスチナ独立国家とイスラエルの二
国家承認とイスラエルの占領地入植活動反対を提唱していたが、
イスラエル・ボイコットは主張していなかった。
　この問題は 2010 年 12 月の下院外交・国際開発常任委員会でも
取り上げられ、オダやビッグスをはじめ CIDA 幹部が証言を求
められた。ビッグスは書類の署名した時に not の 3 文字はなかっ
た、オダは not が入った経緯は知らないと述べた。2011 年 2 月
にオダは KAIROS を支援しないのは彼女の意向であり not の 3
文字の挿入を指示したことを認め、このことにより翌月、下院議
長はオダの議会での虚偽の発言は議会侮辱（Contempt of Parlia-
ment）に当たると判断した。この件は同月の少数与党であった
ハーパー政権に対する不信任案の採択（その結果 2011 年 5 月に
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総選挙）の一つの要因ともなった。
　繰り返しになるが、KAIROS への支援の停止の理由は今日ま
で明らかにされていない。パレスチナ独立国家の承認とイスラエ
ルの占領地への入植活動の中止を要求していたこと、ハーパー政
権のグアテマラとの自由貿易協定やカナダ国内におけるタールサ
ンド開発を批判したことが原因との見方もある。
⑵　CCIC 9
　CCIC は 1968 年に設立されたカナダの国際開発協力 NGO/
CSO のネットワーク団体であり、2009 年時点で 96 団体が加盟し
ていた。カナダ政府の ODA 政策の批判的な政策提言を含むアド
ボカシーは CCIC の活動の柱の一つである。2010 年 7 月、CIDA
は CCIC に対して支援の打ち切りを通告した。CIDA の優先順位
に合致しないという以外には公式の説明はなかったが、CIDA の
支援は開発現場での活動に限り、ネットワーク団体への支援は優
先順位ではないという示唆もあったという。KAIROS への支援
打ち切りへの批判や、批判的なアドボカシーが CCIC への支援打
ち切りの理由とみられる。
⑶　その他の団体
　Kairos、CCIC 以外に IF の更新を拒否され、CIDA の支援が打
ち切られた例として、Alternatives や Match International10 があ
る。Alternatives は南の CSO に対する資金的支援を行ってきた
団体であるが、2009 年 12 月に IF を打ち切られた。CIDA はそ
の理由を明らかにすることを拒否してきたが、マスコミ報道によ
れば、パレスチナ問題へのスタンスが原因である11。Match In-
ternational は女性・ジェンダーの分野に特化して南の CSO を支
援してきた団体であるが、2010 年 4 月に IF の更新を拒否され
た。Match がフェミニズムの立場を強調してきたことや、リプ
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ロダクティブ・ヘルス／ライツ関連の支援を含んできたことが問
題視されたといわれる。IF を打ち切られた団体以外にも、リプ
ロダクティブ・ヘルス／ライツ関連（家族計画など）の活動をや
めるように CIDA から要求される団体もあった。
　この節で紹介した CSO への支援打ち切りの例を見ると、アド
ボカシー活動や、パレスチナ問題、ジェンダー12、リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツといった問題でハーパー政権と異なった見解
を持つ CSO が支援打ち切りの対象となった。イデオロギー的動
機にもとづく（Audet et al. 2015）、ハーパー政権による批判的
な CSO に対する「懲罰政治」とみるのが妥当であろう。
4．新しい資金的支援策の導入とそのCSOへの影響
　2010 年 7 月にオダは「援助効果向上のために」CSO 支援策を刷
新と発表した（CIDA 2010）。従来の IF は廃止され、すべて公募
方式で行われることとなった。CSO に対する支援は 20 の重点国
で 50％を使用し、80％を 3 つの優先課題―食料安全保障の向上、
子どもと若者、持続的経済成長―と整合させるとされた13。選定
の基準として、①適正なガバナンス、②カナダ人の支援（カナダ
の持つ専門知識や人材の利用）、③ CIDA の組織目的との一致と
カナダ政府の政策との一貫性、④成果、⑤開発効果の 5 点があげ
られた。
　すでに合意された IF や、計画書が提出されていた IF（採択さ
れた場合）は期限まで継続されるが、2016 年にすべての IF が期
限切れを迎え、終了することとなっている。
⑴　新支援策にもとづく公募
　2010 年 12 月には 200 万ドル以上と以下の 2 つのカテゴリーの
プロジェクト支援14 の公募が発表された。応募の締切は 200 万ド
ル以上が 2011 年 3 月 31 日、200 万ドル以下が 2011 年 4 月 28 日
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であった。
　2011 年 12 月 23 日に採択されたプロジェクトが発表された。
採択されたのは 200 万ドル以上では 23 のプロジェクト（1.117 億
ドル）、200 万ドル以下では 30 のプロジェクトに（0.307 億ドル）
であった。応募締切から 8-9 か月もの間、各 CSO は採否の結果
の発表を待たされることとなった。
　ハーパー政権の下での公募は、この 1 回と後述するボランティ
ア派遣団体向け公募（2014 年 5 月）以外は、すべて国やテーマ
を絞った形で行われてきた。カナダの CSO は、ハーパー政権以
前の政権下では、最初に述べたような CIDA のパートナーシッ
プ政策により、CIDA をはじめ政府資金を有力な資金源の一つし
てきた。ハーパー政権下での IF の廃止と公募方式の採用、実際
に行われた公募の機会が少なかったことにより、多くの CSO が
資金確保の困難に直面することとなった。
⑵　CCIC のレポート
　CCIC は 2011 年 11 月に採否決定の遅延のカナダの CSO への
影響について（CCIC 2011）、2012 年 2 月には採否決定を踏まえ
て新しい公募方式について（CCIC 2012）、2014 年には 2012 年レ
ポートをアップデートしつつカナダの政策・制度環境について
（CCIC 2014）、それぞれ CSO を対象にしたアンケート調査にも
とづきレポートを発表した。2012，14 年のレポートは、州・地
域の CSO ネットワークのネットワークである ICN（Inter-Coun-
cil Network）と共同で発表している。
　2011 年レポートは、公募の締め切りから 6 か月以上たったそ
の時点で、CIDA から採否が発表されていないことの影響を検討
した。開発現場や南のパートナー団体の活動に深刻な遅滞が生じ
ていること、CSO が将来計画を立てにくくなっていること、南
のパートナー団体から自団体のみならずカナダに対する信頼の低
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下につながっていること、スタッフのレイオフなど組織運営面で
も深刻な影響が生じていることなどが指摘された。
　2012 年のレポートは、200 万ドル以上のカテゴリーで採択され
た 20 団体（全採択団体の 87％）、200 万ドル以下で採択された
19 団体（63％）を含む 164 団体へのアンケート調査をもとにし
ている。応募した団体のうちの採択率は 200 万ドル以上では
60％であるのに対して、200 万ドル以下では 25％で、後者で競争
率が高かったと想像できる。支援策の変更には以下の諸問題が
あったと述べる。
・ CSO とのコンサルテーションが全く行われることなく決まっ
た支援策の変更で、カナダの CSO やそのパートナーの南の
CSO は活動の縮小を強いられ、資金についての予測可能性が
低下して、短期的な計画しか立てられなくなった。
・ 特に中小規模の CSO で CIDA の資金を得ることが困難になった。
・ カナダの社会で国際開発に対する理解を促進する活動が難しく
なった。
・ CSO の自発的な活動を促進するよりも CIDA の下請けの要素
が強まった。
・ 過去の良い実践事例がほとんど考慮されず、CSO と CIDA の
間の長年のパートナーシップの経験が生かされていない。
・ 200 万ドル以上・以下双方で、CIDA の 3 つの優先課題との整
合性は採否に強く関係したが、重点国との整合性はあまり関係
がなかった。
　2014 年レポートはアンケートに対する 138 の CSO の回答にも
とづく。2010 年の CIDA の CSO 支援策の変更以降、以下の影響
が見られる
・ 44％の CSO で収入が減少し、53％の団体で CIDA からの資金
が減った。特に影響を受けたのは中小規模（年間予算 500 万ド
ル以下）の CSO である。
148 149
・ 53％の CSO が開発現場での活動を、46％が南の長期的なパー
トナーを減らしている。43％がスタッフを減らしている。
・ 自由記入欄で多く出た指摘として、CIDA・DFATD から資金
を得る予測可能性が低下した、CIDA・DFATD の優先順位に
合わせて CSO の優先順位を変更することを強いられた、長期
的な計画の見直しを迫られたなどがある。
　2014 年レポートの結論として CCIC が勧告していることのう
ち、DFATD に対しては、「CIDA/DFATD と CSO の間の資金
供与のかつては安定した関係は、長期間の関係を持ってきた団体
も含め、すべての団体との関係で根底から揺るがされた」（CCIC 
2014a: x）として、多様な CSO を支援すること、柔軟で多様な
支援策を用意すること、予測可能性の高い支援策をとることを提
唱した。また従来のような定期的な対話の実施も主張した。同時
に CSO 自身の資金源多様化戦略の必要性も述べている。
　この節で述べてきた CIDA（当時）の新支援策は、従来の IF
が CSO の独自のアクターとしての役割を尊重していたのに対
し、CIDA・DFATD の優先順位にもとづいて支援する政策への
移行といえる。根拠として CIDA があげた、あるいは利用した
のは、国際的な援助効果議論であった。実際には広範な地域・セ
クターのプロジェクトが応募可能な公募は 2010-11 年に 1 回行わ
れただけであった。CSO の政策・制度環境の議論（Open Forum 
2011; Task Team 2011）では、政策・制度環境の一つの条件と
して CSO の自由な活動を行いやすいドナーの資金的支援策があ
げられているが、ハーパー政権の新支援策はこれに逆行するもの
であった。
5．カナダ歳入庁（CRA）による恣意的な調査
　カナダの CSO はカナダ歳入庁（Canadian Revenue Agency = 
CRA）にチャリティとして登録されることで税控除などを受け
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ることができる。しかしながら政治的目的による活動は認めない
規定もあり15、CSO のアドボカシー活動との関連でその解釈が係
争されてきた。
　2012 年 3 月に CRA にチャリティに関する特別調査の予算がつ
けられた。国際開発協力 CSO では、Alternatives（前述）、CoDe-
velopment Canada、United Church of Canada（前述の KAIROS
との関連）が調査対象となり、国際開発協力以外の分野では、
Amnesty International Canada、Canadian Centre for Policy Al-
ternatives、Canada without Poverty、The David Suzuki Foun-
dation、Sierra Club Canada など人権・貧困・環境などにかかわ
る 52 の団体が調査対象となった。一方で、保守党寄りのアドボ
カシー活動を行う CSO は全く調査対象となっていないことが明
らかになり、CRA の調査が保守党政権に批判的な団体を標的に
しているのではないかという憶測を招いた16。
　カナダでは 2009 年 6 月に新しい非営利法人法（Canada Not-
for-profit Corporations Act）17 が成立し、CSO など非営利組織は、
1917 年制定の法人法（Corporations Act）2014 年 10 月までに新
法にもとづく法人への切り替えの手続きを CRA に行うことが必
要となった。その過程でも CSO の活動の独自性にかかわる対応
を CRA は行った。広く報道されたのは Oxfam Canada の事例で
ある。Oxfam Canada は組織の目的を「貧困を防止し、緩和する
こと」（prevent and relieve poverty）としていたが、「貧困を防
止する」ことは貧困層以外にもかかわる活動であり、チャリティ
の目的から逸脱しているので「緩和する」（alleviate）にするよ
うにとの指導を受けた。Oxfam Canada は指導に従わざるを得な
かったが、このような CRA の介入の背景には、Oxfam Canada
のヨルダン川西岸へのイスラエルの入植に反対してきたことをケ
ニーが批判したことや、最初に述べた首相官邸の「友と敵」リス
ト作成への抗議書簡に Oxfam Canada が名を連ねたことへの報
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復とみられている18。
　CRA によるチャリティ団体調査や、新非営利法人法にもとづ
く Oxfam Canada の目的の修正要求はハーパー政権による批判
的な CSO に対する「懲罰政治」とみることができよう。
6．パラディ国際開発相下での市民社会パートナーシップ政策
　オダが 2012 年 7 月に内閣改造がうわさされる中で政界引退を
発表すると、ハーパーはオダに変わりファンティーノ（Julian 
Fantino）を国際協力相に、さらに 2013 年 7 月の内閣改造ではパ
ラディを指名し、この時から CIDA の DFATD への合併に伴っ
てポスト名称は国際開発相となった。
　パラディは 2014 年 4 月のメキシコ・シティでの効果的な開発
協力のためのグローバル・パートナーシップ（Global Partner-
ship for Effective Development Co-operation = GPEDC）19 の ハ
イ・レベル会合に出席した際に、CSO の役割と政策・制度環境
の保障の重要性を述べた。翌月には CCIC 総会のスピーチで、ボ
ランティア派遣 CSO に対する支援の公募を行うことと、近日中
に市民社会政策のドラフトを発表することを明らかにした20。
⑴　市民社会パートナーシップ政策
　前述のように、マーティン政権時代から CIDA（当時）の新し
い市民社会パートナーシップ戦略の策定が始まり、ハーパー政権
初期のヴェルネール国際協力相時代にはそのドラフトが完成した
といわれていたにもかかわらず、公表されることはなかった。パ
ラディが CCIC 総会で市民社会政策のドラフトを発表することを
予告した翌月の 2014 年 6 月に、ドラフトが実際に発表された
（DFATD 2014）。これに対して CCIC は会員 CSO とインター
ネット上のコンサルテーションを行うなどして、8 月に提言書を
提出した（CCIC 2014b）。個別の CSO や政党、一般市民からも
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提言が出された21。CCIC の提言書はおおむねドラフトを歓迎し
つつも、いくつかの問題点を指摘した。
　DFATD は修正を加え、2015 年 2 月にパラディが CCIC リー
ダー・フォーラムにて新しい市民社会パートナーシップ政策を発
表した（DFATD 2015）。CCIC はその内容を歓迎するプレスリ
リースを出した22。DFATD の新市民社会パートナーシップ政策
はドラフト段階から、序文、市民社会とは何か、指針となる原則
と公約、目的と行動の 4 部からなっている。ここでは、紙幅の都
合もあり、DFATD の CSO との関係の原則となる目的と行動を
中心に、ドラフトからの変化や CCIC の提言も交えつつ、
DFATD の新市民社会パートナーシップ政策を主に紹介し、その
特徴を考えたい。目的と行動は 9 つがあげられ、それぞれに数行
の説明がつけられている。
1．女性・少女を含む貧困層や周縁化されやすい人々の声を増大
させる
　ドラフトでは「個人、特に貧困層や周縁化されやすい人々の声
を増大させる」となっていたのが、女性や少女が特に強調される
項目となった。CCIC は女性の人権に関してカナダはハーパー政
権以前のように世界でリーダーとなるべきだとコメントしていた。
2．途上国の市民社会の政策・制度環境を促進する
　途上国の開発では市民社会が良好な政策・制度環境の下で活動
できることの重要性を強調している。ドラフトにはなかった政策・
制度環境の前提としての基本的人権の尊重や、途上国、他のドナー
など多様なアクターとの連携にも触れている。CSO は人権を強
調することとともに、途上国の政策・制度環境の促進は市民社会
パートナーシップ政策の中核であるべきだと提唱していた。
3．国際開発とイノベーションにおけるカナダのCSOのリーダー
シップを促進する
4．独立したアクターとしてのCSOの役割を開発計画に統合する
152 153
　ここでは独立したアクターとしての CSO の国際開発における
役割と DFATD にとっての重要さと、その政治的・経済的独立
性を DFATD が支援することが強調されている。また開発の民
主的オーナーシップ促進のために開発プログラムに市民社会の視
点を取り入れていくこと、DFATD が定期的な対話を CSO と行
うことも明記されている。定期的な対話はドラフトにはなかった
が、CSO が明記することを要求したことであった。
5．予測可能、公平、柔軟で透明な資金供与メカニズム
　ドラフト段階では「透明性とアカウンタビリティを高める」と
なっていて、DFATD 自身と CSO の透明性とアカウンタビリ
ティについて述べていた。CCIC は資金的支援策について具体的
な言及がないことを批判し、多様で、予測可能で、受動的な資金
的支援策を明記することを提言した。市民社会パートナーシップ
政策では、途上国とカナダの CSO が予測可能性を持って活動で
きるよう、短期・中期・長期の多様な資金供与メカニズムを用意
することを明記した。
6．持続可能性、透明性、アカウンタビリティ、成果を実証する
　ドラフト段階では「持続可能性を強化する」だったのが、5 で
資金的支援策について具体的に述べることとなったので、透明性
やアカウンタビリティについての記述もここに加わったと推測で
きる。
7．開発におけるマルチステークホルダー・アプローチを促進する
　ドラフトでは「民間セクターと CSO の効果的パートナーシッ
プを促進する」であった。CSO は、パートナーシップは民間セ
クターに限られず、国際機関や途上国の多レベルの政府機関など
多様なパートナーを含むべきだと主張した。最終的には民間セク
ター、多国間機関、ドナー、途上国の地方・国家政府がパートナー
として列挙された。
8．カナダ人の開発における参加を促進する
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　カナダと途上国で市民の開発問題への参加と、CSO の市民参
加促進の活動（開発教育など）を支援することが明記された。こ
の点の明記は CCIC も強く求めてきたことであった。
9．命を守り苦難を軽減する
　9 つ目の項目は当初は「成果を実証する」であったが、これは
上記の 6 の一部となった。CCIC は人道援助についての原則を明
記することを提言していた。
　なお、指針となる原則と公約について一つだけ述べれば、CSO
の国際ネットワークが作成した開発効果のためのイスタンブール
原則23 があげられていて、CSO に強く歓迎された。
　CCIC によれば、新市民社会パートナーシップ政策は、独自の
アクターとして CSO を認知したこと、多様な資金的支援策と定
期的な対話の必要性を認めたこと、イスタンブール原則を認知し
た点で大きな意義があった24。CSO 独自性尊重の方向への回帰と
いえる。
⑵　ボランティア派遣団体支援
　ボランティア派遣 CSO は 2009 年から 5 年間の IF を受けてき
た。その期限切れを前に、2014 年 5 月の CCIC 総会でパラディ
はボランティア派遣団体への支援の公募を行うと発表した。翌
2015 年 5 月の CCIC 総会で選考結果が発表された。12 のボラン
ティア派遣 CSO が合計 3 億ドルの資金を 2015-20 年の間受ける
こととなった25。従来 IF を受けてきた CSO で今回採択されな
かった団体はなかった。
結論
　本稿で見てみたように、ハーパー政権登場後、特にオダ国際協
力相就任以後の CSO 政策は、CSO の独自性を尊重する方向から、
CSO に CIDA・DFATD の優先順位に従わせて CSO を道具化す
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る方向に変わったのみならず、ハーパー政治による「恐怖と分断
の政治」、「友と敵」の選別と「敵」に対する「懲罰政治」とも特
徴づけられる。2010 年以降の CSO への新支援策は CSO の独自
性尊重から道具化への転換であった。KAIROS や CCIC をはじ
めとするいくつかの CSO に対する資金供与停止や、CRA による
調査と Oxfam Canada の活動目的の修正要求は「敵」に対する「懲
罰政治」といえよう。同時に「援助効果」も根拠としてあげられた。
　パラディ国際開発相の就任以後、DFATD は市民社会パート
ナーシップ政策に見られるように CSO の独自性を尊重する方向
に回帰したが、同時に CRA による調査は続いた。パラディ時代
の独自性尊重と「懲罰政治」の並行をどう説明したらよいのだろ
うか。ハーパー政権が終わった直後の本稿執筆時点（2016 年 1 月）
でこの問いに答えることは難しいが、2015 年 9 月にカナダで
CSO に対するインタビュー調査では、以下の二つの説を聞いた。
一つは総選挙を控え26、市民社会との敵対関係の緩和を意図した
のではというものである。もう一つは保守党が西部を基盤にして
いるのに対して、パラディはケベック州が選挙区で、従来のカナ
ダ政府の方向性への理解があるうえに、自選挙区内での列車事故
―2013 年 7 月にケベック州東部の Lac-Mégantic で原油を積んだ
貨物列車が脱線転覆事故を起こし、大火災となり、住民 47 名が
死亡した事故―時のボランティア団体の活動を見て CSO への肯
定的な評価を持っていたというものである。
　Ｊ・トルドー政権が誕生し、国際開発相には CIDA に職員の
経歴を持ち、国際開発の専門知識があるビボウ（Marie-Claude 
Bibeau）が就任した。本稿執筆時点で Global Affairs Canada か
ら ODA 政策や CSO 政策について大きな政策転換の発表はない。
しかし自由党は総選挙戦でハーパー政権が ODA をカナダの政
治・通商利益追求の手段にしたことを批判し、「世界におけるカ
ナダの地位」の復活を公約した。CSO の間でも Global Affairs 
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Canada の CSO 支援に積極的になることへの期待は大きい27。今
後Ｊ・トルドー政権がハーパー政権と異なったどのような ODA
政策、CSO 政策をとるのか注目したい。
【注】
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2 CBC News （online version）, July 16 , 2013 , http://www.cbc.ca/news/
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3 http://voices-voix.ca/en/document/canadian-government-enemy-list- 
voices-voix-letter-pm-harper（アクセス：2016 年 1 月 5 日）
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にもとづく．
10 Match International インタビュー（2013 年 5 月，2015 年 9 月）．
11 Toronto Star , February 13, 2010.
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えを求められ，「ジェンダー平等」を標榜する CSO の活動を支援する
のにオダは否定的であったといわれる（Tiessen 2015）．筆者も同様の
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13 20 の重点国と 3 つの優先課題については，高柳（2015）を参照．
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可能なのかについて CSO の間で理解が異なっていた．
15 何が政治的目的に該当するのかについては，以下の CRA のホームページ
を 参 照．http://www.cra-arc.gc.ca/chrts-gvng/chrts/cmmnctn/plt-
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20　2014 年と 2015 年の CCIC 総会は Canadian Association of International 
Development Professionals（CAIDP）と合同で開催された．筆者も 2014
年の総会に出席し，全体セッションでのパラディのスピーチを直接聞
いている．
21 それらは，http://www.international.gc.ca/development-developpement/
sc_draft_eocs-sc_ebauche_rcel.aspx?lang=eng（アクセス 2016 年 1 月 9
日）に要約がまとめられている．
22 http://www.ccic.ca/_files/en/media/2015_02_06_News%20_Release_
CSO_Parternship_Policy.pdf.（アクセス：2016 年 1 月 9 日）
23 HLF4 に向けて CSO の開発効果の原則を作成した Open Forum for 
CSO Development Effectiveness（Open Forum）により 2010 年から
2011 年にかけて作成された原則（Open Forum 2011）．作成プロセス
や特徴については，高柳（2014：5 章）を参照．
24 CCIC インタビュー（2015 年 9 月）．
25 http://news.gc.ca/web/article-en.do?mthd=index&crtr.page= 1 &nid= 
973519（アクセス 2016 年 1 月 10 日）．WUSC インタビュ （ー2015 年 9 月）．
26 カナダの下院は任期が 5 年で，遅くとも 2016 年春までには総選挙が行
われることとなっていたが，ハーパーは 2014 年秋に 2015 年 10 月まで
に総選挙を実施すると表明した．
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27 Toronto Star , December 27, 2015.
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〈追記〉
本稿脱稿後の 2016 年 1 月 20 日に、ルブティエール（Diane Leb-
outhillier）歳入相は５節で述べた CRA のチャリティに対する調
査を打ち切ることを正式に発表した。（”Minister Lebouthillier 
Announces Winding Down of the Political Activities Audit 
Program for Charities”: http//news.ℊc.ca/web/article-en. do?nid＝
1028679: アクセス : 2016 年 2 月 13 日）。
